
新

を主会場に総合防災訓

規

練を実施 ③仁礼小学校

完

を主会場に総合防災訓

了

練を実施

 

事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３０年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 飯塚俊樹

全体計画 経費区分 － 内線 3118

事務事業名 4031 防災危機管理事業

所　　属 050100 総務部・総務課

施　　策 03021300 防災体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費
科目

事業 040000 防災危機管理事業

事業目的 事業概要・効果 

自助・共助・公助により、防災体制を整え、防災・減 防災行政無線のデジタル化更新工事が完了し、情報伝

災対策の充実で安心・安全を確保。 達手段等の整備が整った。

平成34年11月30日までは、同報系のアナログを維持す

ることから、防災ラジオからの情報伝達は継続される

。

　備蓄品等の充実や防災訓練の実施、地域防災マップ

の更新等により防災・減災対策

内

の充実を図る。

ＰＬＡ

部

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

評

予定

平成27年度　実

価

績 平成28年度　実績

【

①②非常時用備蓄購入

二

（消耗品費（食料、保

次

存水）） ①非常時用備

】

蓄購入（消耗品費（食

1

料、保存水の外、

③防

頁

災行政無線の放送 生活

平

用品））

④相森中学校

成

を主会場に総合防災訓

３

練を実施 ②防災行政無

０

線の放送

③仁礼小学校

年

を主会場に総合防災訓

度

練を実施

平成29年度

　

　実績 平成30年度　

行

予定

①非常時用備蓄品

政

の購入（食料、保存水

評

） ①非常用備蓄品の購

価

入（食料、保存水）

②

事

防災行政無線の放送 ②

業

防災行政無線の放送

③

別

墨坂中学校を主会場に

シ

総合防災訓練を実施 ③

ー

常盤中学校を主会場に

ト

総合防災訓練を実施

 

実

平成31年度　予定 平

計

成32年度　予定

①非

対

常用備蓄品の購入（食

象

料、保存水） ①非常用

評

備蓄品の購入（食料、

価

保存水）

②防災行政無

対

線の放送 ②防災行政無

象

線の放送

③相森中学校



拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費 7,665 7,045

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 241 4

一般財源 7,424 7,041

正規職員 1.0 1.1
人員数

嘱託職員 0.9 0.0
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 7,149.0 7,863.9

人　員 嘱託職員 2,489.4 0.0

コ

内

スト 臨時職員 0.0 0

部

.0

計 9,638.4

評

7,863.9

市民一

価

人当たりの経費 0.3

【

0.3

総額 17,30

二

3.4 14,908.

次

9

（単位：千円）

平成

】

29年度決算　事業費

2

の内訳

主な節 金額 内容

頁

8節  報償費 0

地域

指

防災計画加除印刷36

 

2、保存水・保存食1

標

14ほか
11節 需用

 

費 2,451

同報系防

名

災行政無線設備保守点

算

検、移動系防災行政無

　

線設備保守点検、
13

　

節 委託費 3,496

式

デジタル無線設備保守

単

点検、全国瞬時警報シ

位

ステムほか

会議等出席

年

負担金（無線講習会）

　

15節 工事請負費 2

　

5

県防災行政無線保守

度

管理経費負担金ほか
1

平

9節 負担金補助及び

成

交付金 25

衛星携帯電

2

話使用料、雨量観測デ

8

ータ通信料ほか
その他

年

1,668

度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 地域自主防災組織の防災訓練

算　　式 単位 町

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 60 62 64 69 69
目 標 値

実 績 66 63

指標選定 災害に対する対処の仕方を理解し、災害にも対応できるよう、市民のみなさん、と連携し防災訓練を実施しま

の 理 由 す。

最終年度 全ての自治会を対象。

目標の根拠

指 標 名 災害時の応援協定

算　　式 単位 件

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 1 1 1 1 1
目 標 値

実 績 2 2

指標選定 近隣市町村や姉妹都市、企業などと災害時応援協定での連携を強化し、緊急時の迅速で適切な救援救助体制の

の 理 由 確保に努めます。

最終年度 毎年1件以上増やしていく。

目標の根



委

評   価

コメント

・

託

事業の成果は上がって

費

いるか

・目標に対する

1

達成度は十分か

有 効

5

 性 ・市民生活上の課

節

題解決に貢献している

 

か 有効

・行政内部の管

工

理上の課題解決に貢献

事

しているか

・事業の目

請

的が達成できるような

負

事業内容になっている

費

か

・自主防災組織での

1

訓練は充実傾向にある

9

。

評   価

コメント

節

・成果を落とさずにコ

 

ストを削減する方法は

負

あるか

効 率 性 ・効

担

率性向上に努めている

金

か 変わらない

・使用料

補

などの受益者負担や補

助

助対象事業の範囲など

及

、財源確保の余地はな

び

いか

・予算内での効率

交

的な執行に努める。

評

付

   価

コメント

振り

金

返り（決算年度の取組

そ

み課題）

・防災機器の

の

保守の適正化と防災対

他

策の訓練実施よる両面

Ｃ

性の対応が必要である

Ｈ

。

ＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成30

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

委員謝礼21、防災講

平

演会講師謝礼50
8節

成

  報償費 71

消耗品

3

(非常用備蓄品）44

0

4、車両の燃料費85

年

、地域防災計画加除印

度

刷404
11節 需用

当

費 3,448
、防災行

初

政無線電気料など2,

予

200ほか

保守（移動

算

系防災行政無線、同報

　

系防災行政無線、雨量

事

観測設備、デジタ
13

業

節 委託費 2,039

費

ル防災行政無線など）

の

1,736ほか

15節

内

 工事請負費 0

先遣隊

訳

携帯無線電波利用負担

主

金2、会議等出席負担

な

金25ほか
19節 負

節

担金補助及び交付金 9

金

0

衛星電話料120、

額

雨量観測データ通信料

内

など415ほか
その他

容

1,397

ＣＨＥＣＫ

8

個別評価

項目 評価観点

節

評価内容

・市民の生命

 

・財産を守るため市が

 

実施することが必要不

報

可欠な事業であるか

・

償

行政内部の管理運営上

費

必要な事業であるか

必

1

 要 性 ・市が主体と

1

なり実施すべき事業か

節

必要不可欠

・法的な根

 

拠や公的関与の妥当性

需

はあるか

・目的は結果

用

（施策の目指す理想）

費

に結びついているか

・

1

市民が安全・安心して

3

暮らせるために防災対

節

策や防災機器が正常に

 

維持管理できている。



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

異常気象による集中豪雨による土砂洪水災害や突発的 他県の災害状況とそれに対する行政の対応

内

状況を踏ま

な震災など

部

の災害時における市民

評

への早期情報伝達、 え

価

、台風接近時における

【

事前の準備等をその都

二

度確認

避難誘導のため

次

の自助・共助・公助の

】

観点での危機管 してい

4

く必要がある。

理体制

頁

・運営体制を常に確認

Ａ

する必要がある。

外部

Ｃ

評価

次年度以降の方向

Ｔ

性

外部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


